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２ 重点的な課題 

○ 地域における消費生活相談体制については、窓口は整備されたものの、相談

員の配置や開設状況等については、未だに地域差があります。 

さらに、業務内容等が良く分からないという県民が３割以上という調査結果

もあることから、どこにいても、安心して相談できる体制づくりに向け、県民

に身近な消費生活相窓口の体制強化と周知を図っていく必要があります。 

 

○ 消費者教育については、未だ十分な認識がされているとは言い難い状況に

あります。 

しかし、消費者問題の根本的な解決のためには、自らの利益の擁護と増進の

ため、自主的に判断し、行動することのできる消費者を育成することが不可欠

です。 

また、近年、消費者には、自らの行動が社会に影響を与えることの自覚や、

人や社会、環境に配慮した消費行動（「エシカル消費」※）、持続可能な消費の

実践をするといった役割も求められています。 

さらに。民法改正により、２０２２年４月には、成年年齢が１８歳に引下げ

られることなどから、若年者に対する消費者教育の推進が、喫緊の課題となっ

ています。 

 

○ 高齢者からの相談は相対的に高い水準で推移し、認知症等の場合等、自ら 

被害に気付きにくい傾向が窺われるなど、高齢者等の被害防止に向けては、 

地域の様々な主体との見守り体制の一層の強化が必要です。 

  また、地域における消費生活に係る課題解決能力の向上に向けては、消費者

一人ひとりが、消費者問題に関心を持ち、地域のおける課題や問題に気付き、

解決に向けた取組を実践したり、消費者市民として活動することが求められ

ています。 

 

○ 悪質事業者等への既払者、既払額は依然高水準で推移していることから、 

引き続き、事業者に対する指導の強化を図っていく必要があります。 

併せて、消費者関連法（消費者契約法、特商法、景表法等）については、様々

な改正等が行われていることなどを踏まえ、事業者に対して、理解と周知を 

促していく必要があります。 

 

○  食の安全性を欠く事件や表示に関する問題、冷暖房機器からの発火や美容 

医療・ エステによる健康被害など、日頃利用している商品や製品、サービス

による事故が、引き続き、発生しており、子どもや高齢者などが、商品や 

サービスに起因する事故に遭うことも少なくありません。 

そのため、商品やサービスの安全性に対する消費者の不安に対応するために、

より一層の取組みが求められています。 

  また、地震や豪雨など災害時における消費者の安全・安心の確保にも、引き

続き取り組んでいく必要があります。    
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３ 基本目標と施策の方向性 

 

基本目標１ 誰もが、どこでも安心して相談できる体制づくり 

    〇地域における相談体制の充実 

    〇県消費者センター機能の充実    

          

 

基本目標２ 消費者市民を育む教育の推進 

    ○県消費者センターにおける消費者教育推進拠点機能の強化  
    〇学校における消費者教育の充実  
    〇地域における消費者教育の推進 

    〇環境学習や食育の推進 

      

基本目標３ 気づき、つなぎ、守る地域の力の向上 

    〇消費者市民社会への理解の促進 

    ○消費者被害の未然防止と拡大防止 

    〇安全・安心ネットワークづくり 

 

 
 

○事業者に対する適正な指導等  
    ○悪質事業者に対する取締りの強化  
 

基本目標５ 商品・サービスの安全・安心の推進 

    ○商品・サービスの安全・安心の推進  
    ○生活必需商品の安定供給  
    ○災害時等における消費者の安全・安心の推進  
     

  

基本目標４ 取引の適正化と悪質事業者の指導の推進 
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○ 地域における相談体制の格差は依然として残っており、さらに、今後、交付

金の削減等による相談体制の後退も懸念されることから、地域の実情を踏ま

えた効率的な相談体制の強化について検討をすすめます。 

○ 高齢者等が利用しやすい身近な消費生活相談窓口について、その機能も 

含め周知を図っていきます。 

〇 身近な消費相談窓口について、住民の信頼性を高めるとともに、相談するこ

とにより、消費者被害の未然防止や拡大防止にもつながるということについ

ても、理解を広めていきます。 

〇 県消費者センターにおいては、高度で広域的な相談に対応する専門性を高

めるとともに、地域における相談窓口への支援機能の強化を図ります。 

〇 相談を担うことのできる人材の養成と確保に努めます。 

 

 

 

 

１ 地域における相談体制の充実 

❐ 市町村における相談体制の充実 

  地域における相談体制の格差の解消や、地域における相談体制の充実・

強化に向け、広域的な連携等地域の実情を踏まえた効率的な相談体制につ

いて、市町村とともに検討を進めます。 

  また、消費生活相談を担当する職員や相談員に対する研修や情報提供を

充実させていきます。 

   

 ❐ 高齢者・障がいのある人、外国人等に対する相談体制の充実 

   関係機関と連携し、高齢者や障がいのある人、外国人等、相談をすること

に何らかの困難を抱えている人にも相談しやすい体制の充実を図ります。 

   また、それぞれの特性に配慮した情報提供を充実させます。 

 

 ❐ 様々な相談支援機関や団体等との連携・協働体制の強化 

   中核地域生活支援センターや保健所、地域包括支援センター、社会福祉

協議会等の相談支援機関や、相談窓口を有する事業者団体や消費者団体、

ＮＰＯ、警察等との連携強化を図ります。 

 

 

基本目標１ 誰もが、どこでも安心して相談できる体制づくり 

取組方針 

施策展開の方向と具体的な取組 
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２ 県消費者センター機能の充実    

 ❐ 消費生活相談員の資質の向上 

   消費生活相談員の資質の向上に向け、研修の充実や、弁護士等専門家か

らの助言を受けることのできる機会を確保します。 

 

 

 ❐ 市町村等相談機関への支援機能の強化 

   県消費者センターが、市町村等相談支援機関からの求めに応じ、適切に

助言・指導・情報提供を行う体制を充実します。 

   特に、ホームページ等Ｗｅｂサイトを充実し、また、それを活用した 

市町村等相談機関支援機能の強化を図っていきます。 

   また、市町村におけるあっせん等が困難な事案などについては、市町村

からの移送を受け県消費者センターが対応し、さらに、必要に応じ、県消

費者行政審議会の苦情処理部会※１を活用していきます。 

 

 ❐ 専門家や裁判外紛争解決機関との連携強化 

   困難事例への適切な対応や迅速な被害救済に向け、弁護士や司法書士等

専門家や、ＡＤＲ※２を実施している国民生活センター、事業者団体、消費

者団体等との連携を強化します。  

 

 ❐ 消費生活相談窓口の周知 

   県消費者センターや市町村の消費生活相談窓口の具体的な業務や対応、

相談することが消費者被害の拡大防止につながるという機能等※３につい

て、理解と周知を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 県消費者行政審議会の苦情処理部会は、審議会によりその内部に設置され、消費者からの苦情に係る  

あっせん及び調停に関すること等を調査審議する。  
※2 ＡＤＲとは、「裁判外紛争解決手続」のこと。国民生活センターでは、紛争解決委員会を設置し、重要消費

者紛争（消費者と事業者との間で起こる紛争のうち、その解決が全国的に重要であるもの）について、和解の

仲介や仲裁を行っている。  
※3 消費生活相談窓口に寄せられた相談は、独立行政法人国民生活センターと全国の消費生活センター・市町村消費

生活相談窓口をオンラインで結ぶ「PIO-NET」に集約され、消費者被害の未然防止・拡大防止に活用されている。 
そのため、消費生活相談窓口に相談することにより、商談者の被害救済のみならず、消費者被害の拡大防止 

につながる。 
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○ 消費者教育については、消費者被害を防止するための消費生活に関する知識

の提供に加え、消費者の主体的な活動により、消費者市民社会への参画に関

わる基本的な能力を育成していくことが重要となっています。  
○ 民法改正による成年年齢引下げを踏まえ、若年者への消費者教育の実践は喫

緊の課題となっています。  
○ 国においては、2018 年度から 2020 年度の 3 年間を集中強化期間として「若

年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」を推進すること

としています。  
  これを踏まえ、学校や大学等教育現場に対する外部講師や教材等について  

の情報提供や、教員に対する研修等を充実させていく必要があります。  
○ 「消費者市民社会」の構築を目指して行動していく消費者を育成するため、

幼児期から高齢期の生涯における、それぞれのライフステージに応じた消費

者教育を、学校、地域、家庭等において、一層取り組んでいく必要がありま

す。  
○ 消費者教育は、誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で受

けることができることが必要です。  
 
 
 
 
１ 県消費者センターにおける消費者教育推進拠点機能の強化 

 ❐ 消費者教育コーディネーターの活用による関係機関との連携強化 

   消費者教育コーディネーターを活用し、学校や大学、消費者団体、事業者・

事業者団体等、消費者教育を担う多様な機関や場をつなぎ、連携の強化を図

ります。  
 
 ❐ 消費者教育推進のための情報の収集・提供機能の拡充 

   消費者教育コーディネーター等を活用し、学校や地域等における消費者

教育に関するニーズを把握し、それを踏まえ、消費者教育が適切に実施され

るための情報提供を進めます。  
   また、情報の収集・提供に当たっては、Ｗｅｂサイトを有効に活用してい

きます。  
 

基本目標２ 消費者市民を育む教育の推進 

取組方針 

施策展開の方向と具体的な取組 
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❐ 消費者教育に関する取組の「見える化」の推進 

  消費者庁が作成した「消費者教育の体系イメージマップ」等を活用し、県

や市町村、消費者団体や事業者団体等における消費者教育への取組の「見え

る化」を進め、様々な団体等の連携・協働の促進、先駆的な取組の普及等を

図ります。  
また、消費者教育の取組事例や情報等を集積した消費者教育関連のＷｅｂ

サイトの整備・充実を図ります。  
 

  
２ 学校における消費者教育の充実 

 ❐ 消費者教育推進のための教育機関との連携体制の強化 

   消費者行政担当部署と教育機関との連携体制を強化し、消費者教育に関

する情報や課題等を共有し、学校において、学習指導要領に基づく消費者

教育を推進します。 

  

 ❐ 教育現場への消費者問題に関する出前講座等の促進 

教育現場への消費者問題に関する出前講座等の実施を促進し、実践的

な消費者教育が実施されるよう、消費者教育の出前講座を実施する団体

や出前講座の内容等について、教育現場のニーズを踏まえた情報提供を

行います。 

 

 ❐ 教職員に対する消費者教育推進のための研修及び情報提供の充実 

   市町村や教育委員会と連携し、教職員に対し、消費者教育の内容や手法

についての研修の機会や情報提供を充実させていきます。 

 

 ❐ 保護者に対する消費者教育や情報提供の充実  

   保育所や幼稚園、学校等の協力を得て、保護者に対する消費者教育の 

実施や、子どもを事故から守るための情報等消費生活問題に係る情報提供の

充実を図ります。 

 

 ❐ 教育現場への出前講座等を実施する機関・団体の情報収集と提供体制の 

整備 

   県消費者センターにおいて、教育現場への出前講座等を実施する機関・ 

団体の情報を収集し、わかりやすく提供する体制の整備を進めます。 

 

 ❐ 教育現場で活用できる消費者教育教材の情報収集と提供体制の整備 

県消費者センターにおいて、教育現場で活用できる消費者教育教材の 

情報を収集し、わかりやすく提供する体制の整備を進めます。 
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３ 地域における消費者教育の推進 

 ❐ いつでも、どこでも学べる環境の整備 

   Ｗｅｂサイトを活用し、消費者教育資材等を利用しやすい形で提供し、

消費者が、いつでも、どこでも学ぶことのできる環境の整備を進めます。 

   併せて、消費者教育を行う機関や団体の情報を提供し、消費者の学びの

場と消費者教育の担い手を結ぶ場の整備を進めます。 

 

❐ 消費者の知りたいに応える情報提供体制の整備 

   Ｗｅｂサイト等を活用し、消費者のニーズに合わせた情報を迅速に提供

する体制の整備を進めます。 

     

 ❐ 消費者教育の担い手の育成 

   消費者教育の担い手となる人材を育成するための研修を実施します。  

また、研修修了後、地域において活動しやすい環境の整備を進めます。 

 

 ❐ 消費者教育に携わる機関・団体等の連携強化 

   情報交換や交流の場の提供等を通じ、消費者教育に携わる教育機関や 

消費者団体、事業者団体、専門家等の連携を強化し、活動しやすい環境の

整備を図ります。 

 

 ❐ 職域における消費者教育の促進 

   事業者や事業者団体に対し、消費者教育への理解を深めるための働きか

けや、消費者教育教材や講師派遣制度等についての情報提供を行うなど、

職域における消費者教育を促進していきます 

 

４ 環境学習や食育の推進 

❐ 環境学習の推進 

  環境を保全し、持続可能な社会を築くため、また、一人ひとりが環境や  
環境問題に対する豊かな感受性を備え、環境に対する自らの責任と役割を  
自覚し、主体的に行動できるようにするため、環境学習を推進します。  

   また、環境問題と消費生活や経済活動との関係について理解を深め、様々 

  な課題を自らの問題としてとらえ行動する人づくりや、ネットワークづく 

りを推進します。 

      

❐ 食育の推進 

  「『ちばの恵み』を取り入れたバランスのよい食生活の実践による生涯 

健康で心豊かな人づくり」を目指し、生産から消費のプロセスについて  
意識し、食を支える人々への感謝の気持ちや理解が深まるよう食育を推進

していきます。  
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消費者庁が作成し、平成２５年１月公表 
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○地域における消費生活に係る課題の解決力の向上に向けては、県民一人ひと

りが、消費者市民としての自覚を持ち、自ら判断し、行動する機運の醸成を

図る必要があります。 

○高齢者等の被害防止に向け、民生・児童委員や地域包括支援センターや社会

福祉協議会、介護事業者、宅配や配食事業者等、地域の様々な主体と連携し

た見守り体制の一層の強化が必要です。 

〇消費者被害の拡大防止や未然防止に向けて、必要な情報が地域の一人ひとり

に十分いきわたるよう努める必要があります。 

〇地域の課題解決能力を高めるために、消費者問題に係る情報を共有し、気軽

に確認や相談をしあう環境の整備を進める必要があります。 

〇民生・児童委員や自治会、婦人会、老人会、商店会などの地域に密着して活

動している団体や企業、中核地域生活支援センターや地域包括支援センター

等の相談支援機関、消費者団体や消費生活協同組合等、地域において、消費

被害防止に向けた活動の担い手となりうる団体や人材との連携を強化してい

く必要があります。 

〇高齢者の虐待防止ネットワークや、防犯防災ネットワーク等、地域における

既存のネットワーク等との連携を含め、消費生活の安全・安心ネットワーク

の整備・強化を進める必要があります。 

 

 

 

 

１ 消費者市民社会への理解の促進 

❐ みんなの消費者市民宣言 

  消費生活に係る講座の受講者等が、今日から消費者市民として取り組む 

こと等について自ら宣言をすることにより、消費者市民としての自覚を 

促し、また、それぞれが自らの宣言について情報を発信することにより、 

消費者市民社会の機運の醸成を図ります。 

 

 ❐ 消費者市民ちばっ子の育成 

   金融広報委員会等と連携し、金銭教育や消費者教育の受けた小学生等が

消費者市民としてこれから気を付けていくこと等を宣言することを促し、

基本目標３ 気づき、つなぎ、守る地域の力の向上 

取組方針 

施策展開の方向と具体的な取組 
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消費ちばっ子の育成を図ります。 

 

❐ 消費者問題に取り組む団体等の活動の「見える化」 

  消費者問題に取り組む団体等の情報を収集し、Ｗｅｂサイト等を活用し

て、わかりやすく、広く情報提供していきます。 

 

 ❐ 消費者市民応援企業の情報収集と提供 

   消費者市民を応援する事業者の情報を収集し、その取組を提供すること

により、事業者における消費者志向経営への取組を促進します。 

 

 ❐ 消費生活情報の戦略的な広報の展開 

   県における広報媒体の活用と併せ、消費者団体や事業者団体、市町村等

とも連携し、効果的できめ細やかな広報を展開していきます。 

 

２ 消費者被害の未然防止と拡大防止 

 ❐ 必要な人に必要な情報を届ける体制の充実 

   Ｗｅｂサイト等を活用するとともに、消費者問題に係る情報が届きにく

い高齢者等に対しては、顔の見える関係での情報提供を含めて、必要な人

に必要な情報を分かりやすく届けることのできる環境の整備を進めます。 

 

 ❐ 消費者団体訴訟制度の活用に向けた支援 

   適格消費者団体等と連携し、消費者団体訴訟制度について、周知や適切 

な活用を促進します。 

 

 ❐ 消費者被害情報の積極的な情報収集と提供 

   国や市町村、消費者団体等と連携し、消費者被害に係る情報を積極的に

収集、発信し、消費者被害の拡大防止を図ります。 

 

 ❐ 商品事故に関する原因究明や情報提供体制の強化 

   国や民間の専門機関等と連携し、商品事故に関する原因究明や情報提供

体制の強化を図ります。 

 

３ 安全・安心ネットワークづくり 

❐ シニア応援団の育成 

  地域における高齢者等の消費者被害についての気づきや、被害の防止に 

向けて、同年代の高齢者による見守りや情報提供等の取組を促進します。 

 

❐ 高齢者や障がいのある人等に係る福祉団体・事業者等に対する消費者 

教育の推進 

  高齢者等の消費者被害防止に向けて、日頃から高齢者に接している福祉

団体や事業者等に対する消費者教育を推進し、見守りネットワークの整備
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を促進します。 

 

❐ ネットワーク構築のための人材育成 

  地域における消費者被害の防止に向けた安全・安心ネットワークの 

 活動を担う人材の育成を進めます。 

 

❐ 地域の特性を生かしたネットワーク整備の促進 

   市町村や消費者団体・福祉団体、事業者団体等と連携し、既存のネット  
ワークの活用も含め、地域の特性を生かした消費生活の安全・安心ネット  
ワークの整備を促進します。  
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○不当な取引等を無くすためには、消費生活相談を活用し、法や条例に基づき、

適正な指導等を行うとともに、特に悪質な事業者に対しては、迅速かつ厳正な

処分を行うことが重要です。 

○消費者被害の拡大防止のため必要な情報の提供に努めるとともに、特に高齢

者への確実な情報提供の仕組みを整備することが重要です。 

○商取引の広域化等を踏まえ、警察等の関係機関や近隣都県との連携の一層の

充実・強化を図る必要があります。 

○国において特定商取引法、景品表示法等の改正が実施されており、取引の適正

化を進めるために、事業者に対し、適切な情報提供を行うことが必要です。 

 
 
 
 
 
１ 事業者に対する適正な指導等 

❐ 取引における適正な事業活動の促進 

様々な取引において事業活動が適正に行われるよう指導を行います。 

 

❐ 法や条例に基づく事業者指導や調査体制の強化 

   法や条例に基づき適正に指導等を実施します。 

  また、適正な指導等を行うため、近隣都県や警察との連携の強化や、弁護

士等専門家による助言などの体制の整備の充実を図ります。 

 

❐ 事業者の法令遵守の意識の醸成 

   事業者自身が適正な取引を行うことができるように、事業者団体等と 

連携し、事業者向け研修会等の実施に努めます。 

 

❐ 消費者被害の拡大防止に向けた情報提供 

  消費者被害の拡大防止に向け、適切かつ迅速な情報提供に努めます。 

   特に、高齢者への確実な情報提供を図っていきます。 

 

 

基本目標４ 取引の適正化と悪質事業者の指導の推進 

取組方針 

施策展開の方向と具体的な取組 
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２ 悪質事業者に対する取締の強化 

❐ 法や条例に基づく行政処分の強化 

   不当な取引等を行う悪質事業者に対しては、法令等の改正により行政処

分等取締規定の強化が図られたことから、権限の積極的な行使により、法令

や条例に基づき迅速かつ厳正な処分を行います。 

  また、広域で活動している悪質事業者に対しては、県警や近隣都県と連携

し、より強力な取締りを実施します。 

 

❐ 国や他都道府県、市町村との悪質事業者等に関する情報共有や連携体制の 

強化 

   国や関係機関等と連携し、悪質事業者等に対する情報を積極的に収集し、

消費者に提供していきます。 
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〇 食品の安全性の確保については、「千葉県食品等の安全・安心の確保に関す

る条例」に基づき、消費者への知識普及や事業者の自主的取組の促進を図ると

ともに、食品等に係る放射性物質については、引き続き検査を実施するなど、

消費者の信頼醸成に努めていきます。 

〇 消費生活の安全・安心のためには、衣食住をはじめとした生活にかかわる  
商品や役務について、幅広く監視指導体制の整備や、表示の適正化、危害防止  
に向けた取組を進める必要があります。  

○ 消費者の安全・安心を確保するためには、商品や役務等による事故を防止す

るための情報等を適切に提供することが重要です。  
〇 災害発生時において、生活必需商品の安定供給を図るための措置を講じる 

とともに、消費者不安に起因する必要以上の買占め行為を防止するため、適切

な情報発信を行うことが必要です。 

 
 
 
 
１ 商品・サービスの安全・安心の推進 

 ❐ 食の安全・安心の推進 

  ・食品衛生の維持向上を図るために、食品等事業者の自主衛生管理の 

徹底が不可欠であることから、講習会の開催や食品衛生に関する情報の 

提供等により自主衛生管理を促進します。 

・食品表示にかかわる機関相互の連携を強化し、法令に基づく検査や監視 

 指導を行うとともに、事業者による適正表示、自主管理体制の構築を促進

します。 

・健康食品についても、関係機関が連携して効果的な監視指導を行っていき

ます。 

・千葉県ホームページや、食の安全・安心に関する出前講座、食の安全・ 

安心に関するリスクコミュニケーションの開催等を通じて、食品の安全・

安心に関する情報を発信していきます。 

  ・食中毒の発生や有害物質による汚染食品の流通があった場合、速やかな情

報提供に努めます。 

  ・県産または県内で流通する食品の放射性物質検査を実施し、速やかに情報

提供を行います。 

・食品の安全の確保を図るため、本県の地域の実情等を踏まえた「食品衛

基本目標５ 商品・サービスの安全・安心の推進 

取組方針 

施策展開の方向と具体的な取組 
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生監視指導計画」を毎年度作成し、食品等事業者への効果的な監視指導を

行うとともに、食品に含まれる添加物・残留農薬、遺伝子組換え食品、ア

レルギー物質等の検査を行い、違反食品等の排除に努め、その結果を公表

します。  
・輸入食品については、第一義的には国が安全性を確保するものではあり

ますが、輸入時に検疫所で行う検査に加え、県でも県内を流通する輸入食

品について検査し、違反を発見した場合には、国と連携し速やかに違反食

品等の排除に努め、食品の安全・安心を確保します。 

・食肉として流通する家畜・家きん肉の衛生検査やＢＳＥ検査等を  
的確に実施するとともに、と畜場及び食鳥処理場の衛生指導を行い、  
県内で処理される食肉・食鳥肉の安全確保に努めます。  

・専用水道･小規模専用水道等の水道施設に対して安全な飲料水の供給を 

確保するため、水質基準の適合、施設の維持管理等について計画的な監視

指導を実施します。  
・「おいしい水づくり計画」に基づき、安全でおいしい水の供給を推進しま

す。 

・飲用井戸の所有者に対して、定期的な水質検査の実施及び衛生管理の  

啓発を図ります。  
 

 ❐ 医療・福祉サービスに関する安全・安心の推進 

・消費者の生命や健康にかかわる医療サービスについては、特に安全・  

安心の確保が求められていることから、地域における効率的な医療安全 

体制の整備を進めます。 

・医療施設の検査を実施するとともに、医療機関における医療安全管理の

ための委員会の設置や、職員研修など医療安全体制の整備を推進します。 

・院内感染に精通した医師などで構成される院内感染地域支援ネットワー

クを構築し、最新の科学的根拠に基づいた院内感染対策を実施します。 

・医療機関におけるインフォームドコンセントの実践や、患者の求める  

セカンドオピニオンへの協力等を積極的に推進します。 

・医薬品の安全性の確保に努めます。 

・健康危機管理体制を強化するとともに、発生が危惧されている新型イン

フルエンザ等対策を強化するなど、健康危機対策の一層の整備を図ります。 

・子ども、高齢者、障害者への福祉サービスについては、安全・安心の   

確保のため、事業者への監査指導等を行います。 

 

  ❐ 住まいについての安全・安心の推進 

・住宅について、安心で良質な住宅の維持管理を促進する環境整備を 

推進します。 

・高齢者や、障がいのある人、子育て世代や外国人等の区別なく、誰もが   

安心して住むことのできる環境づくりを、推進していきます。 

・建築物の安全確保のため、関係機関・団体と協働で、建築主や建築技術

者等に対して指導等を行うとともに、リフォーム業者や宅地建物取引業
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者の資質向上に向けた指導や啓発等を行います。 

 

❐ 商品サービスの規格、表示、包装、計量等の適正化の推進 

・適正な商取引を確保し、消費者の適切な商品やサービスの選択の確保を

図るため、各種法令に基づき、商品やサービスの規格・表示・計量等の適

正化を推進します。 

 

 ❐ 金融商品や消費者トラブル防止のための情報提供や啓発の推進 

・多重債務問題について、弁護士会、司法書士会、支援団体や、市町村・

警察等で構成する「千葉県多重債務問題対策本部」において、行政と関係

団体が一体となって、対策を推進します。 

・多重債務者の相談対応、生活再建に向けた支援や発生防止に向けた取組

等について、市町村や関係機関と連携・協働して推進していきます。 

・多重債務問題の防止のため、貸金業者への指導を行います。 

・ヤミ金融の取締りのため、警察との連携を推進します。 

 

❐ 危険な製品やサービス、消費者事故等、危害防止に向けた情報の提供 

   ・法令に基づく製品事故などの消費者の安全に関する情報収集と県民に

対する速やかな情報提供により類似事故の防止に努めます。 

   ・電気、ガス、石油機器等による事故の防止を図るため、事業者団体とも

連携して正しい使用方法や製品の老朽化による事故を防ぐための事故情

報の収集と速やかな県民への情報提供に努めます。 

   ・美容、医療などサービス提供に伴う事故について、関係機関との連携に

より、県民に対する速やかな情報提供に努めます。 

   ・脱法ドラッグ等の違法な販売を行う業者を取り締まるとともに、薬物乱

用防止について県民、とりわけ若者に対する啓発を強化します。 

   ・いわゆる「すきま事案」に対しても、消費者安全法に基づく調査制度を

活用し、国とも連携して県民に対する速やかな情報提供に努めます。 

 

 ❐ 成年後見制度の広報・啓発 

・高齢者や障害のある人などが、判断能力が不十分なことにより、悪質 

事業者に標的にされるなどの被害が増えていることから、消費生活相談 

窓口と、地域包括支援センターや中核地域生活支援センター等との連携 

を強化し、成年後見制度や福祉サービス等の円滑な活用につなげるなど、 

権利擁護のための取組を促進します。 

・高齢者等の権利を擁護し、消費者被害を防止するため、成年後見制度に

ついての広報・啓発を行います。  
 

  ❐ 個人情報の保護についての相談対応 

個人情報の保護に関する相談について、市町村や認定個人情報保護 

団体、事業者等他の相談窓口と連携し、消費者の相談に適切な対応を図り

ます。 
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 ２ 生活必需商品の安定供給 

 ❐ 物価や需給動向等に関する適切な措置 

   生活必需商品の流通や価格の安定を図るため、必要に応じて調査や情報 

提供を実施します。 

  

❐ 事業者に対する円滑な供給等に関する協力要請等 

生活必需商品の流通や価格の安定等、円滑な供給を図るため、事業者に

対して、必要に応じて協力を求めていきます。 

また、事業者による買占め、売り惜しみ行為に関しては、迅速な是正指

導を実施します。 

いわゆる「買い物難民」対策についても、市町村と事業者との連携した

取組みについて検討していく。 

 

３ 災害時等における消費者の安全・安心の推進 

 ❐ 災害時等における生活必需品の確保のための体制整備 

    発災直後の生命維持や生活に最低限必要なものの備蓄等を行います。 

また、被災者の生活必需品を確保するため、大手流通事業者等と調達確

保に関する協定締結による安定供給体制の整備を進めます。 

 

❐ 生活必需品の円滑な流通の確保と正確な情報の提供 

    消費者に対して、不安に駆られて必要以上の買占めを行わないよう、  

正確な情報の収集と提供を行います。 

 

❐ 消費者に必要な情報の収集・発信 

災害時等に、正確な情報の収集を行うとともに、可能な通信手段を 

活用して、生活関連情報の迅速な発信に努めます。 

 


